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用率達成に向けて平成 21 年 4 月「富山大学キャンパ
スクリーンチーム」を設立し、知的障害のあるスタッ
フを 4 名、ならびに業務の支援をおこなう支援員 2
名を雇用し、法定雇用率を達成した。以降、スタッフ
ならびに支援員を順次増員し、平成 25 年 4 月現在で



































調査期間は、2013 年 2 月 25 日から 3 月 13 日であっ










































































































































ねた。回答があった 27 機関中、27 機関が「知りたい」
と回答した。情報媒体は複数選択可としたところ、ホー
ムページ 24 機関、リーフレット 17 機関、ビデオコ




就労先が不安」、「（職場や生活の）適応に時間がかかる」などがあげられた。一方、肯定的な意見としては、「『働く力』を身に付けるには有効」、「多くの方に就労機会が生まれる」、「次の就労につながる」、「障害者の働き方に選択肢が増える」などがあげられた。 （5）任期を終えるスタッフの新たな就労に向けた就労移行支援について  先ほど述べたような雇用形態で、任期を終えるスタッフの新たな就労に向けた就労移行支援がどうあるべきか尋ねたところ、複数機関との連携による多様な支援の方法が示された。最も多く挙げられたのは「ハローワークや障害者就業・生活支援センターなどと密な連携を取り合い、移行支援をおこなっていく」というものであっ 。さら 、この連携については「早くから情報交換の場を設定する」、「加えて職業センターにて職業評価を受ける」などの意見もあった。また、一般企業との連携によって在職中に実習を実施できるようにする」や「任期終了後に不安をもたぬよう定期的に相談 きる職員を配置する」、「本人が勤務以外の職業訓練を受けられたり、ハローワークへ定期的に通うことができたりする体制をつくる」などの意見もみられた。 （6）支援員の配置と専門性について  支援員の配置や知的障害のあるスタッフへの支援や指導に関する専門性についてどうあるべきか記述にて尋ねた。配置について、知的障害のあるスタッフと支援員の人数比は適当であるとの回答が多くみられた。専門性に関しては、「障害者の就労に関する支援の専門性」や「支援計画を立案できる力」、「アセスメントを適切 でき スキル」、「環境や業務を構造化できるスキル」などがあげられた。そして、「ジョブコーチ経験者を支援員として雇用す 」、「資格や研修を受け 職員を雇用する」などの意見もあった。一方で、専門性がなくとも 員は「資質向上に努めるべきだ」という立場からの意見として 研修会・講習への参加」、「専門家からの助言を受ける」などがあげられた。また、「長所や短所の理解」や「わかりやすい伝達の工夫」、「優しさ・厳しさ 知的障害のあるスタッフとの関わり方の基本もあげられた。 （7）学内での連携の可能性について  富山大学キャンパスクリーンチームと学内の人的・環境的資源との連携に期待することを尋ねたところ、「特別支援教育専門教員や学生との連携による、業務体験」、「特別支援教育専門教員との連携による、




























































































































































　知的障害者のみを雇用し、また 1 年更新の 3 年を
上限とする雇用条件については、学内外から批判的に
とらえられているかと推測していたが、調査の結果か
らは必ずしもそうではないことがみてとれた。むしろ、
富山大学キャンパスクリーンチームとしての独自性と
とらえ、3 年間でさらなるスキルアップや社会人とし
ての素養を磨く期間として有意義に活用すべきと、ス
タッフならびに学外機関の双方には認識されていた。
こうした点からは、障害者雇用の富山大学モデルとも
いうべきありようがよりいっそう模索される必要があ
ろう。今後も、現在の業務や雇用形態を学内外におい
て肯定的にとらえてもらい、雇用期間満了後に次の就
労へ円滑につながるためにも、障害者雇用推進室とし
ては、就労移行支援の体制整備ならびにキャンパスク
リーンチームの業務の周知をおこなう必要がある。
　支援体制の整備としては、まず第一に、ハローワー
ク、障害者就業・生活支援センター、職業センターな
ど外部機関との連携システムをつくることが必要であ
ろう。そしてその上で、以下の 2 つの方策を考えて
いくことが求められる。すなわち①現在のように再雇
用の支援員が障害者就労支援、障害者理解などについ
て研修等を重ね、資質を向上させていき、業務の支援
と就労支援も十分におこなっていく体制をとること、
あるいは、②支援員に加え、障害者就労などの専門性
のある者をコーディネーターとし、障害のあるスタッ
フの適性等を適切に把握し、就労に向け学外機関とつ
－22－
なぐこと、である。こうした点については障害者雇用
推進室として慎重に検討していく必要があるだろう。
また業務の周知については、現在、障害者雇用推進室
として、広報用にホームページ、動画コンテンツ、そ
してリーフレットを作成中である。
　国立大学法人である富山大学が、いわゆる一般企業
とは異なり、真に地域に開かれた大学であるためにも、
障害者雇用についても、単に法定雇用率達成・維持に
満足するのではなく、地域における障害者雇用のモデ
ルとして発信提言していくことが社会に対し求められ
ていることを忘れてはならない。
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